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○ 増税分を除けば前月比低下、前年比では低下幅が拡大 

10月の企業物価指数は前月比＋1.1％（コンセンサス：同＋1.2％、レンジ：同▲0.2％～＋

2.0％）、前年比▲0.4％（コンセンサス：同▲0.3％、レンジ：同▲1.7％～＋0.5％）となった。ま

た、夏季電力料金調整後では前月比＋1.4％となった。消費増税の影響を除いた場合では前月比は

▲0.4％と低下、前年比では▲1.9％と９月の▲1.1％から低下幅を大幅に拡大させた。一部軽減税率や

経過措置の対象品目があったことから、影響は 1.5％pt程度となった。消費増税の影響を除けば、国

内企業物価は弱い動きが続いている。 

消費税を除いた場合の前月比でみると、夏季電力料金終了の影響により電力・都市ガス・水道が前

月比▲4.2％（寄与度▲0.28％pt）、薬価改定の影響により化学製品が同▲1.2％（同▲0.10％pt）と低

下に寄与した。その他の品目においても目立って上昇に寄与したものはみられない。世界景気は依然

として先行き不透明感が強く、影響の大きい商品市況の低迷が続いていることなどから、国内企業物

価は引き続き弱い動きとなるだろう。 

輸入物価指数は契約通貨ベースで前月比＋0.1％、円ベースでは前月比＋0.7％となった。10月に商

品市況がやや持ち直したことや前月比で円安になったことから契約通貨、円ベースともに前月比でプ

ラスとなった。一方で前年比では、昨年と比較して商品市況が依然低水準であることや円高が影響

し、契約通貨、円ベースともに低下幅を拡大させている。 

 

 

(単位：％）

前期比 前期比※ 前年比
前年比

（消費税除く）
前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比 前期比 前年比

2018 10月 0.4 0.6 3.0 3.0 0.7 1.4 0.3 2.5 0.6 0.8 1.7 9.8

11月 ▲ 0.3 ▲ 0.3 2.3 2.3 ▲ 0.7 0.1 ▲ 0.2 1.9 ▲ 0.1 0.5 0.8 9.3

12月 ▲ 0.7 ▲ 0.7 1.4 1.4 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.5 1.3 ▲ 1.7 ▲ 1.5 ▲ 4.0 3.1
2019 1月 ▲ 0.6 ▲ 0.6 0.5 0.5 ▲ 0.6 ▲ 1.4 ▲ 0.4 0.7 ▲ 2.6 ▲ 3.5 ▲ 5.3 ▲ 2.0

2月 0.4 0.4 0.9 0.9 0.3 ▲ 0.9 0.3 0.9 1.0 ▲ 1.6 1.2 ▲ 0.7

3月 0.3 0.3 1.3 1.3 0.4 ▲ 0.3 0.2 1.2 0.7 0.1 1.4 2.4

4月 0.4 0.4 1.3 1.3 0.5 0.6 0.4 1.3 0.4 0.2 0.4 1.6

5月 ▲ 0.1 ▲ 0.1 0.7 0.7 0.1 0.2 ▲ 0.1 0.8 ▲ 1.4 ▲ 2.6 ▲ 0.7 ▲ 1.9

6月 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.2 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 0.5 ▲ 0.5 0.1 ▲ 1.5 ▲ 4.1 ▲ 2.0 ▲ 5.8

7月 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.6 ▲ 0.6 ▲ 0.1 ▲ 0.7 0.0 ▲ 0.3 ▲ 0.4 ▲ 4.9 ▲ 1.9 ▲ 8.4

8月 ▲ 0.3 ▲ 0.2 ▲ 0.9 ▲ 0.9 ▲ 0.2 ▲ 0.8 ▲ 0.2 ▲ 0.5 ▲ 1.2 ▲ 5.7 ▲ 0.5 ▲ 8.4

9月 0.0 ▲ 0.1 ▲ 1.1 ▲ 1.1 0.0 ▲ 1.0 0.0 ▲ 0.7 0.0 ▲ 6.1 ▲ 0.8 ▲ 9.6

10月 1.1 1.4 ▲ 0.4 ▲ 1.9 ▲ 0.3 ▲ 2.0 1.1 0.1 0.3 ▲ 6.3 0.7 ▲ 10.5

(出所）日本銀行「企業物価指数」

※は夏季電力料金調整後の値。
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○ 需要段階別・用途別指数は前年比で下落基調が続く 

需要段階別・用途別指数（国内品＋輸入品）をみると、素原材料は前月比＋0.8％（前年比▲

12.9％）、中間財は同▲0.4％（同▲3.4％）、最終財は同▲0.1％（同▲2.4％）となった。また、消費

者物価との関連の深い消費財の国内品は同▲0.3％（同▲2.0％）と下落した1。消費財の下落基調は継

続しており、消費者物価もその影響を受ける可能性は高い。 

 

○ 国内企業物価は先行きも前年割れの動きが継続 

 前述のとおり、10月の企業物価指数は消費増税の影響を除くと前月比▲0.4％、前年比▲1.9％とな

った。前年比での低下幅はこのところ拡大しており、弱い結果が継続している。10月は米中協議に進

展がみられたことなどから、商品市況の上昇や円安進行がみられたが、依然として先行きの不透明感

は強い。国内景気についても停滞感が継続しており、需給バランスの改善によって国内企業物価が上

昇することは難しいだろう。先行きは引き続き前年割れの展開が続くとみられる。 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

                             
1 需要段階別・用途別指数は消費税を含まないベースで作成されている。 
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（出所）日本銀行「企業物価指数」

需要段階別指数（国内品＋輸入品、前年比）
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（出所）Bloomberg

（ＵＳドル／トン） 銅及び原油価格の推移
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国内企業物価前年比寄与度分解（％）
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(出所）日本銀行「企業物価指数」
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